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１．はじめに  

コンジョイント分析は多属性の評価対象を属性別に評価可能な手法であり、環境経済学

の分野でも急速に研究が進んでいる。しかし、環境問題の多くには不確実性が存在するた

め、環境評価にコンジョイント分析を応用する上で、こうした不確実性の対処が不可欠で

ある。本研究は、コンジョイント分析に不確実性を導入するための理論モデルを提供する

とともに、東京湾のタンカー事故を対象にリスク認知評価の実証研究を行う。  

 

２．理論モデル  

事故ｊが生じると回答者が考える主観的確率Ｐｊが以下のとおりであるとする。ただし、

ｘ ｊは事故の属性ベクトル、Ｓは事故ｊが生じる確率（確率関数）、εは誤差項である。  

jj SP ε+= )( jx     (1) 

ここで、事故集合Ｃの中で、もっとも事故が生じやすいものを選んでもらうとする。この

とき、誤差項を第Ｉ種極値分布と仮定すると、回答者が事故ｊを選択する確率は以下のと

おりとなる。ただし、λはスケールパラメータである。  
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次に、事故ｊに対する個人のリスクＲｊが以下のとおりであるとする。ただし、Ｈは事

故ｊが生じたときの不効用を示す関数（ハザード関数）、ηは誤差項である。  

jj HSR η+= )()( jj xx    (3) 

このように確率関数とハザード関数の積としてリスクを定義する。ここで、事故集合Ｃの

中で、もっともリスクの高い事故を選んでもらうとする。このとき、誤差項を第Ｉ種極値

分布と仮定すると、回答者が事故ｊを選択する確率は  
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により示される。  (2)と (4)式を用いれば、確率質問とリスク質問を用いた結合推定が可能

となる。  

 

３．実証研究  

 実証研究では東京湾でタンカー事故による油濁事故のリスクを評価した。図１のように

３種類の事故を回答者に示し、一番生じやすいもの（確率質問）と一番好ましくないもの

（リスク質問）をたずねた。パイロット・スタディでは会場面接により 56 名から 448 の

回答を得た。図２は健康被害を１としたときのその他の属性の被害を示している。  

 

図１ 選択型の質問例  

番号 1 2 3  

海水浴場・釣り場など
レクリエーション地 

レク地の 7%に漂着
  

レク地の 93%に漂着
  

レク地の 31%に漂着 
  

におい・めまいを感じる
人の数 

10 ,000 人が 
感じる 

0 人が 
感じる 

10 ,000 人が 
感じる 

干潟 干潟の 21%に漂着 干潟の 76%に漂着 干潟の 10%に漂着 

漁港 漁港の 0%に漂着 漁港の 0%に漂着 漁港の 34%に漂着 

油の残存期間 16 年間 8 年間 2 年間 

一番生じやすいもの→□    一番好ましくないもの→□  

 

図２ 推定結果  

図２より、干潟被害や残

存期間は不確実性が高い

ため、不確実性を考慮し

ないと過小評価されるの

に対して、漁港被害は不

確実性が低く、それほど

違いが見られないことが

予想される。なお、報告

時には本調査の結果を示

す予定である。  

 

注：レク、干潟、漁港は被害１％あたり、健康被害は１万人あたり、油残存期間は 10 年間あたりの不効用である。 
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